
京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一

部を改正する条例（令和６年３月２９日京都市条例第   号）（保健福祉局健康長寿のま

ち・京都推進室介護ケア推進課） 

１ 本市が設置する老人短期入所施設を廃止して特別養護老人ホームに転換すること

から、指定地域密着型介護老人福祉施設等の居室の定員について、市長が特に必要と

認める場合は、４人以下とすることができることとしました。 

２ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

省令（令和３年厚生労働省令第９号）の施行により指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）等の一部が改正されるこ

とに伴い、規定を整備することとしました。 

３ 地域包括支援センターにおいて、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を

講じなければならないこととしました。 

４ 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の

２第１項の規定により令和６年３月３１日までなおその効力を有するものとされる

同法第２６条の規定による改正前の介護保険法の指定介護療養型医療施設に関する

規定の経過措置の期間が満了することに伴い、これに係る規定を整備することとしま

した。 

この条例は、上記１については令和７年４月１日から、上記２から４までについては 

令和６年４月１日から施行することとしました。 

上記１の内容にかかわらず、この条例の施行の際現に存する指定地域密着型介護老人

福祉施設又は指定介護老人福祉施設のうち国基準の附則及び改正省令の附則の規定の

適用を受けているものの居室１室当たりの定員の基準については、なお従前の例による

こととしました。 
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「 

」 

京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部を改正する条例を公布する。 

  令和６年３月２９日 

京都市長  松 井 孝 治 

京都市条例第   号 

京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部を改正する条例 

京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部を次のように改正する。 

目次中「第１６条の６」を「第１６条の５」に、「第２６条の６」を「第２６条の５」 
                    

に、「第３８条の６」を「第３８条の５」に、 
第７章の３ 地域包括支援センター（第３ 

第８章 指定介護療養型医療施設（第３９ 
  

８条の７～第３８条の１１） 
を「第７章の３ 地域包括支援センター（第３８条の６～ 

条～第４２条） 
             

第３８条の１０）」に改める。 

第１条中「及び健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号。以下「健

保法等一部改正法」という。）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有

するものとされる同法第２６条の規定による改正前の介護保険法（以下「平成１８年改正

前法」という。）」を削る。 

第２条中「及び平成１８年改正前法」を削る。 

第４条を削り、第５条を第４条とし、第５条の２を第５条とする。 

第６条中「指定居宅サービス等事業者は」を「指定居宅サービス事業者及び基準該当居

宅サービスを提供する事業者（以下「指定居宅サービス等事業者」という。）は」に改め

る。 

第１１条を削り、第１２条を第１１条とし、第１２条の２を第１２条とする。 

第１４条の次に次の１条を加える。 

（指定地域密着型介護老人福祉施設の居室の定員） 

第１４条の２ 省令第１３２条第１項に規定する指定地域密着型介護老人福祉施設の居室
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１室当たりの定員の基準は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ １人とすること。ただし、入所者へのサービスの提供上必要と認められる場合は、 

２人とすることができる。 

⑵ 前号の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める場合は、４人以下とすることが

できる。 

第１６条中「第９３条第１項に定める基準」の右に「、省令第１３２条第１項第１号イ

に定める一の居室の定員に係る基準」を加え、「第１６０条第１項」を「第１６０条第１

項第１号イ」に改める。 

第１６条の３を削り、第１６条の４を第１６条の３とする。 

第１６条の５中「指定居宅介護支援等事業者は」を「指定居宅介護支援事業者及び基準

該当居宅介護支援を提供する事業者（以下「指定居宅介護支援等事業者」という。）は」

に改め、同条を第１６条の４とする。 

第１６条の６中「第１６条の２から前条まで」を「前２条」に改め、同条を第１６条の

５とする。 

第１８条を削り、第１９条を第１８条とし、第１９条の２を第１９条とする。 

第２０条の次に次の１条を加える。 

（指定介護老人福祉施設の居室の定員） 

第２０条の２ 指定介護老人福祉施設の居室１室当たりの定員の基準は、次に掲げるとお

りとする。 

⑴ １人とすること。ただし、入所者へのサービスの提供上必要と認められる場合は、 

２人とすることができる。 

⑵ 前号の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める場合は、４人以下とすることが

できる。 

第２２条中「保存期間に係る基準」の右に「、省令第３条第１項第１号イに定める一の

居室の定員に係る基準」を加え、「第４０条第１項」を「第４０条第１項第１号イ」に改

める。 

第２３条を削り、第５章中第２４条を第２３条とし、第２４条の２を第２４条とする。 

第２６条中「第２３条から前条まで」を「前３条」に改める。 

第２６条の２を削り、第５章の２中第２６条の３を第２６条の２とし、第２６条の４を

第２６条の３とし、第２６条の５を第２６条の４とする。 



第２６条の６中「第２６条の２から前条まで」を「前３条」に改め、同条を第２６条の

５とする。 

第２８条を削り、第２９条を第２８条とし、第２９条の２を第２９条とする。 

第３０条中「指定介護予防サービス等事業者は」を「指定介護予防サービス事業者及び

基準該当介護予防サービスを提供する事業者（以下「指定介護予防サービス等事業者」と

いう。）は」に改める。 

第３４条を削り、第３５条を第３４条とし、第３５条の２を第３５条とする。 

第３８条の３を削り、第３８条の４を第３８条の３とする。 

第３８条の５中「指定介護予防支援等事業者は」を「指定介護予防支援事業者及び基準

該当介護予防支援を提供する事業者（以下「指定介護予防支援等事業者」という。）は」

に改め、同条を第３８条の４とする。 

第３８条の６中「第３８条の２から前条まで」を「前２条」に改め、同条を第３８条の

５とする。 

第３８条の７を削り、第７章の３中第３８条の８を第３８条の７とし、同条の前に次の

１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３８条の６ 地域包括支援センター（以下「センター」という。）は、虐待の発生又は

その再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。ただし、指定介護

予防支援等事業者として、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労

働省令第３７号）に定める虐待の防止に係る措置を講じた場合は、この限りでない。 

⑴ 当該センターにおける虐待の防止の対策を検討するための委員会を設置し、当該委

員会による審議を対面又は映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しな

がら通話をすることができる方法により定期的に行うとともに、その結果について、

センターの職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該センターにおける虐待の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該センターにおいて、センターの職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的

に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第３８条の９を第３８条の８とし、第３８条の１０を第３８条の９とする。 



第３８条の１１中「第３８条の７」を「第３８条の６」に改め、同条を第３８条の１０

とする。 

第８章を削る。 

附則第２項前段中「第５条の２」を「第５条」に、「第１２条の２」を「第１２条」に

改める。 

附則第３項中「第２６条の６」を「第２６条の５」に、「及び第４２条」を「、第３８

条の５及び第３８条の１０」に、「、規則及び健保法等一部改正法附則第１３０条の２第

１項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設

備及び運営に関する基準」を「及び規則」に改める。 

附則第４項中「第１６条の６」を「第１６条の５」に、「第２６条の６」を「第２６条

の５」に、「第３８条の６、第３８条の１１及び第４２条」を「第３８条の５及び第３８

条の１０」に改める。 

別表中「第３８条の９関係」を「第３８条の８関係」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１４条の次に１条を加える

改正規定、第１６条の改正規定（「第１６０条第１項」を「第１６０条第１項第１号イ」

に改める部分を除く。）、第２０条の次に１条を加える改正規定及び第２２条の改正規

定（「第４０条第１項」を「第４０条第１項第１号イ」に改める部分を除く。）は、令

和７年４月１日から施行する。 

（指定地域密着型介護老人福祉施設の居室の定員の基準に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存する指定地域密着型介護老人福祉施設のうち指定地域密着

型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４

号）附則第１０条第１項及び地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に

関する省令（平成２３年厚生労働省令第１２７号。以下「改正省令」という。）附則第４

条の規定の適用を受けているものの居室１室当たりの定員の基準については、この条例

による改正後の京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等

に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第１４条の２の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 



（指定介護老人福祉施設の居室の定員の基準に関する経過措置） 

３ この条例の施行の際現に存する指定介護老人福祉施設のうち指定介護老人福祉施設の

人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号）附則第４条第１項及

び改正省令附則第３条の規定の適用を受けているものの居室１室当たりの定員の基準

については、改正後の条例第２０条の２の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（保健福祉局健康長寿のまち・京都推進室介護ケア推進課） 


